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■運転差し止め棄却続く
運転開始から40年超の老朽原発として稼働する関西電
力美浜原発３号機（福井県美浜町）を巡り、地元住民
らが求めた運転差し止めの仮処分について、大阪高裁

（長谷川浩二裁判長）は 15日、
申し立てを退けた大阪地裁決定を
支持し、住民側の即時抗告を棄却
しました。

原発の運転期間は、2011 年の
東京電力福島第一原発事故を教訓
に「原則40年」のルールができ
ましたが、原子力規制委員会が認
めれば最長20年延長でき、美浜
３号機にも適用されました。福
井、京都、滋賀の住民7人は「老
朽化で重大事故の可能性が高くな
っている」として運転差し止めを
求めていたものです。

2011 年 3月の東京電力福島第1
原発事故以降、原発の運転差し止
めを命じた司法判断は9件あると
みられます。高裁レベルでは2件
ですが、その後の異議審でいずれ
も判断が覆っており、差し止めが

確定したケースはありません。 高裁における過去の
差し止め判断は、2件とも四国電力伊方原発3号機（愛
媛県伊方町）に対するものです。

稼働中の原発を巡っては、大津地裁が16年 3月、福島
原発事故後に規制委が策定した新規制基準に疑問を呈
するなどして関西電力高浜原発3、4号機（福井県高浜
町）の運転差し止めを命じる決定を出しました。しか
し、大阪高裁は17年 3月、新規制基準に合理性がある
と地裁とは逆の判断を示し、運転差し止め決定を取り
消しています。

■困難な放射性廃棄物の処理
技術コンサルタントの河村秀紀さんらは、関係者の議論
に活かしてもらおうと、福島第一原発の図面などの公開
情報をもとに廃棄物の量の試算を発表しました。
それによりますと敷地の放射線量が下がり、自由に出

入りできる状態にする場合の放射性廃棄
物は約780万トン。事故を起こしていな
い原発の600基分に相当する膨大な量で
す。
■見通せない廃炉。
「廃炉」は先行きが見通せない。核燃料
が溶け落ちたデブリの取り出しは最初の
数グラムすら難航を極め、１月に３度目
の延期を決めた。デブリに触れた水に地
下水が混ざり、汚染水が日々出続ける。
工程表に掲げられた「2051年までの廃炉
完了」の現実味は乏しい。
事故処理や賠償にかかる費用も当初想
定した６兆円から膨らみ続け、昨年末に
23.4兆円になった。終わりの見えない廃
炉の現実と、事故の重い代償から目を背
けるわけにはいかない。
■反転する政策
事故の１年半後、民主党政権は「３０年
代に原発ゼロ」の目標を固めた。運転期
間の４０年制限を厳格に適用し、新設や
増設はしないことを原則に掲げた。世論
の大勢も段階的廃止を支持した。

自民党の政権復帰後、原発ゼロの目
標は消えた。それでも安倍・菅政権は
「原発依存度を可能な限り低減する」と
し、新増設や建て替えは想定しないとしてきた。
だが、岸田政権は、原発の「最大限活用」へと政策を
反転させ、新増設・建て替えや６０年を超える運転を認
める方針を決めた。次世代炉の開発も加速させるといい、
原発に頼り続ける道を描く。

目 次
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東日本大震災時に国内で５４基あった原発のうち、
福島第一、第二原発の計１０基のほか、７原発１１
基の廃炉が決まり、残った33基の状況を下表に示
します。現在稼働中は12基で内稼働後40年を超え
ている原発は、美浜3号基、高浜1，2号機の3基が
含まれています。東京電力福島第一原発事故後に原
発の運転期間は原則４０年となり、政府は最長２０
年の延長は「極めて例外的」としていましたが、
来年で運転開始から４０年を迎える関西電力高浜原
発、４号機（福井県）について、原子力規制委員会
は２９日、６０年までの運転を認可しました。

（下表右端欄参照）
福島第一原発事故後に一時全ての原発が停止したこ
とが思い出されます。政府は電力不足を心配し原
子力委員会が認めれば、最長20年の再稼働を容認
しました。地球温暖化対策や原発の発電コストか
ら今後も再稼働のプレッシャーが強まるものと思
います。
なし崩しの原発再稼働は心配です。

原発延命次々 運転40年超える原発多数に
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左表は朝日デジタルの各自
治体の介護保険料の検索で
入手したものです。
それによりますと、65歳以
上の高齢者支払うが介護保
険料の平均は前期より 211
円上がって 6225 円となり
ました。
大阪府は保険料は全国平均
より1261円高い7486円で
あり、その中で大阪市は全
国で最高、守口市は 2番目
で全国でも高い自治体とな
っています。全国的にみて
も大阪府は全国一となって
います
和泉市はほぼ平均のレベル
で、前期より384円上がっ
ています。
介護保険料の高い理由が高
齢者の比率が影響している
との考えから、保険料と老
年人口比率（65歳以上の比
率）との関係を調べた結果
が左表下のグラフです。
この結果では高齢者比率が
高いほど介護保険料が高く
なる結果は出ていません。
（むしろ逆の傾向が見られ
ます）高齢者比率以外に多
くの要素例えば介護施設の
潤沢度合いなど、複雑に影
響しているものと思いま
す。

読売新聞オンラインより

横軸；老齢人口比率（％）縦軸；介護保険料

老齢人口比率と介護保険料の関係
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【質問】
今般民間有識者でつくる「人口戦略会議」が、全国
の市区町村のうち4割超にあたる744自治体が「消滅
する可能性がある」との報告書を発表しました。こ
れらは、4/24日国立社会保障・人口問題研究所が発
表した2050年の人口推計を基に策定したもので、消
滅可能性自治体は、子どもを産む中心世代である20
〜39歳の女性人口が2050年に半減し、人口減少に歯
止めがかからないと指摘しています。
消滅可能性自治体は全国自治体1729自治体中744自
治体で、今回前回調査から消滅可能性自治体を脱し
た自治体が239自治体、今回新たに消滅可能性自治体
になった自治体が99自治体となっています。
これを大阪府について言えば、43自治体中12自治体
が消滅可能性自治体となっています。前回に比べ消
滅可能性自治体を脱したのが寝屋川市、逆に新たに
消滅可能性自治体になったのが、門真市、泉南市、
阪南市、太子町の４自治体となっています。和泉市
は若年女性減少率は32.6％で、消滅可能性自治体と
整理されていませんが、女性減少率は前回調査より
9％悪化しており、気が抜けません。
当市は消滅可能性自治体とはなっていませんが、こ
のような厳しい人口減少の到来をどのように考えて
いるかお聞かせください。
人口減少の到来は、行政規模の縮小が避けて通れま
せんが今年度の大幅な予算の拡大を危惧するもので
すが考えをお聞きします。
【答弁】
将来人口推計は和泉市人口ビジョン（案）では、令
和6年3月の182,600人から今後も減少傾向が続き、
16年後の令和22年3月には166,500人（▲8.％）、
26年後の令和32年3月には152,400人（▲16.6％）
と推計しています。
予算の膨張要因は国の施策である定額減税調整給付
事業で約28億円、児童手当の対象拡大で約4億円、今
年の12月開庁予定の消防署の移転事業で約18億円、
槙尾学園（仮称）整備事業で約17億円を計上してい
る。その他の増加要因として庁舎第一分館改修工事
で約8億円、北信太駅前整備事業で約4億円、低所得
者支援給付事業で約4億円増加した事によるものであ
る。

市税収入は、人口減少傾向であるものの納税義務者
は令和7年度まで増加し、その後緩やかに減少すると
見込んでいる。市税収入は令和7年度の約247億円を
ピークに令和14年度には約243億円と見込んでいる。
安定した税収を確保するためには、生産年齢人口の
減少を抑えるなどのバランスの良い人口構成が必要
であり、教育環境や子育て環境を充実させることに
より、若い世代を呼び込む取組を進める事はもとよ
り、市民の方が本市に住み続けたいと思うような
「選ばれる街」となる取組を展開していく必要があ
る。
【質問】
人口減が深刻な地方で先手を打つ動きがあります。
新聞報道によりますと、宮崎県都城市は未就学児の
保育料を23年度から完全無料化しました。国の施策
は3歳以上が無料で、3歳未満は第3子以降が対象です
が、市は独自に3歳未満も第1子から対象としました。
財源はふるさと納税を活用する計画です。
中学生以下の医療費や妊産婦の健診費用の負担もな
くしました。都市部からの移住者支援も充実させて
若い世代の呼び込みに熱心です。
東京都でも足立区は23年度に6年間で最大3600万円
を給付する返済不要の奨学金を導入しました。成績
基準を設けて定員は40人とし、財源は特別区競馬組
合からの分配金や寄付金を充てる計画です。
そこで市が人口減少対策として取組んできた事業の
内容や成果と今後の展開は。
【答弁】
本市の移住定住施策として2種類の補助制度を実施。
一つ目の「南部地域等移定住支援補助金」で、令和5
年度は39人の移定住で1,465万６千円を支出。
二つ目は「新婚生活支援補助金」で令和５年度は３
５件で1440万円を支出しました。
今後の展開は和泉市人口ビジョン（案）でしめして
いる通り、今後さらなる人口減少が見込まれており、
必要な施策は第6次和泉市総合計画で示したい。
昌子の日記
6/1 子ども食堂寺子屋総会 6/3 議運膨張
6/7 和泉中央駅会報配布 6/10 本会議
6/11 和泉中央駅会報配布 6/12 石尾中給食試食会
6/13 厚生文教委員会傍聴 6/14 都市環境委員会
6/15 和泉市防災協会定期総会
6/17 総務企画委員会傍聴 6/19 議運傍聴
6/24-26 一般質問 6/27 本会議（議案審議）
6/28 和泉中央駅会報配布 6/28 万葉講座

人口減少に関して一般質問しました


